
平成２７年度業務棚卸評価における総括
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【新規事業名】
ハマミーナ出張所の運営
香川駅前出張所の運営
個人番号カードの交付

164 671

評
価
の
数

共通事務、災害
応急対策活動 14

平成２７年度の新規事業

【総務部】

評価の総括

【評価について（現状と課題）】
　総務部の業務計画に位置付けられた４２の重点事業のうち３５事業で指標を達成しA評価としている
ことから、おおむね順調に進捗していると判断しています。しかし、目標を達成できず、B評価とした
ものが４事業、C評価としたものが３事業あることから施策目標の達成に向け事業の推進方法の見直し
を検討する必要もあると考えます。
具体的な事業評価については、職員課の「人事給与制度の調査研究並びに例規の整備及び改廃」につい
ては、法改正や人事院勧告に基づく改正は適切に行ったものの労働関係法令と本市例規との照合整理ま
でにはいたらなかったことからB評価とし、「人材育成基本方針の推進」については、一定の成果はあ
げたものの目標値に届かなかったためB評価としています。
　また、市民自治推進課事業のうち、「市民参加推進・啓発事業」「市民活動推進補助事業」「市民活
動団体との協働事業の推進」の3事業については、目標を達成できなかったためC評価としています。
　市民課事業のうち、「湘南パスポートセンター」については、目標値に達しなかったものの旅券を申
請した市民の９１％が当該センターを活用したことからB評価とし「コンビニエンスストアでの住民票
の写し等証明書発行」についても今後成果が見込めることからB評価としています。
　C評価とした事業のうち、「市民参加推進・啓発事業」については、市民参加全体を捉える指標と
なっていなかったこと、「市民活動推進補助事業」については、支援内容と必要となる事務手続きのバ
ランスが取れていなかったこと、「市民活動団体との協働事業の推進」については、協働で行った事業
の将来展望が不明確だったことに原因があったと分析し、制度の見直しを行いました。

【今後の方向性】
　C評価とした「市民参加推進・啓発事業」については、その理念及び制度の周知に努めつつ、取り組
みの充実を図ります。「市民活動団体との協働事業の推進」については、２７年度より新たな枠組みに
よる運用を開始しており、今後のさらなる拡充を図ります。「市民活動推進補助事業」については、２
７年度に制度の見直しを実施し、より市民ニーズを捉えた事業として推進していきます。
　また、A評価とした「市民活動サポートセンター管理運営事業」においては、利用団体の増加に伴
い、施設や設備の拡充を含め、利便性の向上について検討を行います。

平成２７年度業務棚卸評価における事務事業数

平成２６年度の取組に対する評価と事業の方向性

事務事業数 活動数
事業の方向性



Ｂ評価の主な事業（業務棚卸しにおける事務事業全体の決算額が１００万円以上）

Ｃ評価の主な事業

Ｄ評価の事業

Ｅ評価の事業

Ｚ評価の事業

縮小

廃止に向けて検討

休・廃止

終了

小和田市民窓口センターの運営
南湖市民窓口センターの運営
香川市民窓口センターの運営
出張所の開設（旧（仮称）市民センターの開設）
茅ヶ崎市斎場吸収式冷温水機改修工事

市民課
市民課
市民課
市民課
小出支所

事業の方向性の内訳

住民基本台帳法に基づく住民基本台帳カードの交付に係る事務 市民課

Ａ評価以外の事業の内訳

コンビニエンスストアでの住民票の写し等証明書発行
湘南パスポートセンター（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）の運営に係る
事務

市民課
市民課

市民参加推進・啓発事業
市民活動推進補助事業
市民活動団体との協働事業の推進
犬の登録事項変更事務
一般廃棄物（し尿）処理事務

市民自治推進課
市民自治推進課
市民自治推進課
小出支所
小出支所



総務部各課における課題の整理と事業手法の検討
　※各課においてB～Z評価とした事業及びA評価の中で課題のある事業を掲載。
行政総務課

職員課

安全衛生委員会、安全衛
生審議会に関する事務

Ａ
働きやすい職場づくりのため、労働安全衛生に配意し、必要に応
じ、安全衛生管理規程の見直しを行います。

事業手法の検討（広域連携及び公民連携の視点）
【広域連携の視点】
茅ヶ崎市、寒川町それぞれの互助会が独自で実施している事業を年度ごとに開催し、相互の職員の親交
を深めることができるよう事業を実施していく必要があります。
現実に抱えている共通課題を解決するため、藤沢市及び寒川町との合同研修、寒川町との合同研修及び
平塚市との合同研修を実施しています。また、平塚市とは職員の交流・資質向上を目的として合同セミ
ナーも実施しており、各合同研修及び合同セミナーは今後も継続して実施していきます。

【公民連携の視点】
新採用職員研修として、ＮＰＯ法人ＮＰＯサポート茅ヶ崎から、ＮＰＯの活動状況を説明していただい
たり、ＮＰＯ法人等に職員を派遣し、実務を体験する研修を実施しており、今後も継続して実施してい
きます。

人事評価システムに関す
る事務

A

平成２８年４月から全職員を対象として、人事評価結果を昇任、
昇格及び勤勉手当等に反映すべく制度の見直しを行います。人事
評価システム検討会議に職種ごとに設置した部会を中心に検討を
行います。

次世代育成支援対策の推
進

Ａ
マイライフデイをはじめとした次世代育成対策の周知徹底を図る
ため、管理職に対する説明会を行うとともに庁内保育施設の設置
に向けた検討を進めます。

Ｂ

臨時職員等の社会保険料
事務

A

平成２８年１０月より、短時間労働者に対する被用者保険の適用
が拡大することとなり、現在雇用している非常勤嘱託職員の多く
が対象となることから、対象となる職員への周知や募集時の周知
を徹底するとともに、予算化などの必要な措置を図ります。

職員給与の支給及び各種
引去金及び年末調整事務

Ａ
社会保険・税番号制度対応事務、標準報酬制への移行事務に伴
い、人事給与システム改修を平成２７年９月までに行います。ま
た、改修後も随時、内容の確認をしながら対応していきます。

常勤職員に関する例規について、勤務時間及び給与に関するもの
は概ね内容が確定しているため、細部の調整を２７年度実施し、
例規改正を目指すこととしています。また、非常勤職員関係に関
する例規については通勤交通費に相当する費用弁償の支給に向
け、整備を進めます。

自己の能力が活かされていると考える職員の割合を高めるため、
意向調査の内容を考慮した適材適所の職員配置に努めるとともに
職員の能力向上につながる研修を実施するよう努めます。職員が
やる気を持ってそれぞれの能力を最大限発揮することができる環
境づくりの一環として人事評価制度の完全実施に向けた見直しを
行います。

事業手法の検討（広域連携及び公民連携の視点）
特になし

事業名
26年度の取組
に対する評価 事業の課題

人事給与制度の調査研究
並びに例規の整備及び改
廃

Ｂ

人材育成基本方針の推進

事業名
26年度の取組
に対する評価 事業の課題

住民投票制度の検討 Ａ
目標どおり、２６年度中に住民投票制度に関する答申が出ていま
すが、意見の集約ができなかった項目や、慎重に検討を進めるよ
うに記載がある等、今後の検討に課題があります。



市民自治推進課

文書法務課

市民課

連携型窓口の開設及び証
明発行の一元化

Ａ
新庁舎開庁に合わせ、連携型窓口の開設や証明発行の一元化等の
窓口利用者の利便性向上のための取り組みを実施するため、関係
各課との協議、システム改修及び職員研修が必要となります。

事業手法の検討（広域連携及び公民連携の視点）
特になし

湘南パスポートセンター
（藤沢市・茅ヶ崎市・寒
川町）の運営に係る事務

B

パスポートセンターでの戸籍謄（抄）本の交付サービスについて
は、これまでもパスポート申請案内に周知のパンフレットを差し
込むなど、様々なＰＲを行ってきました。今後も引き続きＰＲ活
動を進め、利用拡大を図ります。

出張所の開設（旧（仮
称）市民センターの開
設）事業

A

より良い窓口サービスを安定して継続的に提供できるよう、全庁
的な課題である「窓口サービス提供のあり方」の検証と、今後の
人事異動にスムーズに対応できる人材育成の仕組みづくりなど、
出張所運営におけるソフト面の整備が課題となります。

事業手法の検討（広域連携及び公民連携の視点）
特になし

事業名
26年度の取組
に対する評価 事業の課題

コンビニエンスストアで
の住民票の写し等証明書
発行

B

平成２７年１２月に住民基本台帳カードの発行が終了し、利便性
の高い個人番号カードを利用したコンビニ交付サービスへ移行す
るため、個人番号カードの普及促進と並行して利用拡大が見込ま
れます。今後も引き続き、コンビニ交付サービスのＰＲを行い、
普及促進を図る必要があります。

事業手法の検討（広域連携及び公民連携の視点）
【広域連携の視点】
市民活動サポートセンター管理運営事業については、寒川町（寒川町にはサポートセンターが設置され
ていない）との共同運用若しくは相互利用の可能性について研究します。

【公民連携の視点】
行政提案型協働推進事業の公募テーマについては、提案型民間活用制度との一体的な募集により、テー
マ所管課へのヒアリングや、関係附属機関（市民活動推進委員会・行政改革推進委員会）への意見聴取
などについて、並行して実施することを検討しました。

事業名
26年度の取組
に対する評価 事業の課題

要綱のホームページでの
公開

B
要綱の整理に関する通知を５月に行うなどし、平成２７年度中に
要綱のホームページでの公開を開始します。

市民活動団体との協働事
業の推進

Ｃ

協働推進事業の実施に向けた意見交換会へは多くの団体の参加を
得ることができたものの、実際の事業数は伸びませんでした。協
働推進事業の制度に関する理解を深めるとともに、市民活動団体
が市民サービスの担い手となるための環境整備を着実に進める必
要があります。

市民活動サポートセン
ター管理運営事業

A
利用団体の増加に伴い、仕切られた会議室等へのニーズが高まっ
ており、施設のハード面での拡大を検討する必要があります。

市民参加推進・啓発事業 Ｃ

パブリックコメント実施の際、多くの市民からの意見を聞くこと
ができるよう配慮しています。さらに多くの市民意見を聞くこと
ができるよう、市民参加の機会拡充と、市民に対する周知をどの
ように図るかが課題です。

市民活動推進補助事業 Ｃ

市民活動団体に対し、申請に必要な書類作成や、企画立案段階で
のサポートを実施し、市民活動団体の育成を兼ねた支援を行って
きました。市民活動のさらなる活性化に向けて、申請事業数を延
ばすために、事業提案段階の負担の軽減をどのように図るかが課
題です。

事業名
26年度の取組
に対する評価 事業の課題



小出支所

事業手法の検討（広域連携及び公民連携の視点）
特になし

施設の維持管理業務（斎
場）

A
開場以来２２年目を迎え、施設設備や機械器具類の老朽化による
改修工事の経費が増加傾向にあり寒川町との協定に基づき連携し
て対応していきます。

斎場運営業務 A
施設老朽化に伴い、大規模改修が生じていることから、寒川町と
の協定に基づき連携して対応していきます。

各種申請書等の取次事務 A
各種申請書等の取次事務は、取次事務の拡大等で更なる窓口サー
ビスの向上を図っていきます。

所管区域の団体活動への
協力・支援

A
所管区域の団体活動への協力・支援は、まちぢから協議会等との
連携をさらに図っていきます。

犬の登録事項変更事務 Ｃ

犬の登録事項変更事務の事業の指標を達成できなかったのは、支
所で取扱える事務について住民への周知が十分ではないことが原
因として考えられます。今後も環境保全課と連携して周知を図り
ます。

一般廃棄物（し尿）処理
事務

Ｃ

一般廃棄物（し尿）処理事務の事業の指標を達成できなかったの
は、支所で取扱える事務について住民への周知が十分ではないこ
とが原因として考えられます。今後も資源循環課と連携して周知
を図ります。

事業名
26年度の取組
に対する評価 事業の課題


